
    

  

 

 

報告事項 説明書  

 

市議会９ 月定例会 議 におい て報告す る「 報第３ １号  債 権 の放棄 」につ

いて、下 記のとお り報告し ます 。  

  

記  

（ 1）債権 の名称     

太陽光パ ネルの撤 去費用及 び行政財 産 目的外 使用料           

（ 2）放棄 した債 権 の額   

撤去費用        ２ ， ３ １６ ，６００ 円  

行政財産 目的外使 用料    １ ７ ０ ，３６２ 円   

   計        ２ ， ４ ８６ ，９６２ 円  

（ 3）放棄 した債 権 の件数    

各１件  

（ 4）債権 放棄の 日  

令和 4（ 2 0 2 2）年 8 月 1 2 日  

（ 5）債権 の相手 方  

破産者新 潟スマー トコミュ ニティ事 業株式会 社  破 産 管財人   

（ 6）放棄 した理 由    

債権の届 出等の措 置が終了 したとき において 、債 務者が 無資力又 は

これに近 い状態に あり、資力の 回復が 困難で、弁済 する見 込みがな い

と認めら れるため  

（柏崎市 債権管理 条例第１ ０条第１ 項第６号 該当）    

（ 7）債権 を放棄 す るまでの 経緯  

・平成 2 4 年 1 2 月 2 5 日   

県と 2 3 市町村が「 屋根貸し 太陽光発 電の共同 実施 」を 宣言。  

「 全 国 初 の 県 と 市 町 村 が 共 同 し た 公 共 施 設 の 屋 根 貸 し 太 陽 光 発

電事業を 実施しま す。」と県 が発表 。  

・平成 2 5 年 3 月 4 日   

県 が 屋 根 貸 し 太 陽 光 発 電 事 業 の 事 業 者 を 選 定 。（ ㈱ Ｊ Ｃ サ ー ビ ス

と新潟ス マートコ ミュニテ ィ事業㈱ による共 同企業体 ）  

令和４ ( 2 0 2 2 )年８月 ３０日  

文教厚生 常任委員 協議会資 料  

福祉保健 部健康推 進課  



・平成 2 6 年 1 月 3 0 日   

柏崎市と 新潟スマ ートコミ ュニティ 事業共同 企業体 が、公共施設

の「屋根 貸し」に よる太陽 光発電事 業にかか る協定を 締結 。  

・平成 2 6 年 5 月  

元気館の 屋上に太 陽光パネ ルを設置 。  

・平成 2 6 年 9 月 3 日  

㈱東北電 力に売電 を開始。  

・平成 3 1 年 4 月 2 6 日   

元気 館 屋上 防 水改 修工 事 を実 施 する ため 、 太陽 光 パネ ルを 一 旦屋

根から降 下。  

（工事完 了後の令 和 2 年 3 月に再設置する予 定であっ た。  

し か し 、 再 三 の 要 請 に か か わ ら ず 太 陽 光 パ ネ ル は 再 設 置 さ れ ず

元気館敷 地内に放 置された まま とな っていた。）  

・令和 3 年 1 0 月 9 日   

新 潟 ス マ ー ト コ ミ ュ ニ テ ィ 事 業 共 同 企 業 体 の 構 成 員 の 株 式 会 社

ＪＣサー ビ スが破 産。  

・令和 4 年 6 月 8 日   

新潟 ス マー ト コミ ュニ テ ィ事 業 共同 企業 体 の代 表 者の 新潟 ス マー

トコミュ ニティ事 業 ㈱が破 産。  

・令和 4 年 6 月 2 9 日   

破産管 財人 へ太 陽 光パネ ルの 撤去 請 求と協 定書 第１ ７ 条の規 定に

基づく損 害賠償（ パネル撤 去費用 2 , 3 1 6 , 6 0 0 円 及び行 政 財産 目的 外

使用料 1 7 0 , 3 6 2 円 ）を請求 （破産債 権の届出）。  

・令和 4 年 7 月 2 5 日   

破 産 管 財 人 か ら 、破 産 者 の 財 産 状 況は 極 め て 乏 し く 、撤 去 の 要 請

にも 損害 賠償 に応 じる こと も不 可能 な状 況に あり 、本 件物 件の 所有

権を 放棄 して 市が 本件 物件 を任 意に 処分 する こと に支 障が 無い 状態

にするこ とが現実 的に対応 可能な対 策である との通知 書 を受領 。  

・令和 4 年 8 月 2 日   

顧 問 弁 護 士 に 相 談し 、 破 産 者 の 財 産目 録 を 確 認 し て 破産 債 権 の 回

収の 見込 みが ない こと 、又 、９ 月１ 日の 債権 者集 会を もっ て破 産手

続き 終了 の見 込み であ り、 所有 権放 棄等 の合 意を しな いま ま終 結を

迎え た場 合は 今後 の交 渉相 手が 不明 確と なり 処分 に支 障を きた すこ

とから、 合意書を 取り交わ すしかな いとご教 示をいた だいた。  



    

・令和 4 年 8 月 1 2 日   

新 潟 ス マ ー ト コ ミュ ニ テ ィ 事 業 共 同企 業 体 代 表 者 及 び構 成 員 の 破

産管 財 人 と太 陽 光 発電 パ ネ ルの 所 有 権放 棄 並 びに 協 定 書の 解 約 等に

関す る 合 意書 を 締 結し 、 パ ネル 撤 去 に係 る 損 害賠 償 金 及び 行 政 財産

目的 外 使 用料 に つ いて 、 柏 崎市 債 権 管理 条 例 第１ ０ 条 第１ 項 第 ６号

の規定に より債権 放棄をし た。  


